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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

中間連結会計期間
第14期

中間連結会計期間
第13期

会計期間
自　2024年６月１日
至　2024年11月30日

自　2025年６月１日
至　2025年11月30日

自　2024年６月１日
至　2025年５月31日

売上高 （百万円） 3,075 3,279 6,098

経常利益 （百万円） 89 161 325

親会社株主に帰属する中間（当期）純

利益又は親会社株主に帰属する中間純

損失（△）

（百万円） △64 87 78

中間包括利益又は包括利益 （百万円） △377 211 △416

純資産額 （百万円） 11,259 10,984 11,283

総資産額 （百万円） 12,428 12,668 13,222

１株当たり中間（当期）純利益金額又

は１株当たり中間純損失金額（△）
（円） △2.70 3.66 3.29

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額
（円） － － 3.29

自己資本比率 （％） 90.0 85.9 84.4

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △418 451 △26

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 775 1,425 △1,142

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1 △821 55

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（百万円） 5,373 5,115 3,991

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．当社は、「株式付与ESOP信託」を導入しており、当該信託が所有する当社株式を自己株式として処理してお

ります。これに伴い、１株当たり情報の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数からは、当該信託が所

有する当社株式の数を控除しております。

３．第13期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり中間純損失金額であるため記載しておりません。

４．第14期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第14期中間連結会計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第13期連結会計

年度の関連する主要な経営指標等については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

 

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　また、2025年５月23日に行われた株式会社Gホールディングスとの企業結合について、前連結会計年度に暫定的な

会計処理を行っておりましたが、当中間連結会計年度において確定したため、前連結会計年度に係る数値については

暫定的な会計処理の確定を反映させております。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間における当社グループをとりまく経営環境につきましては、国内経済は個人消費や設備投資

の持ち直しを背景に緩やかな回復基調が続いているものの、米国の通商政策等による影響もあり、先行きは依然と

して不透明な状況にあります。

　広告市場については、インターネット分野を中心に拡大が続き、動画やソーシャルメディアをはじめとする新し

い領域への需要シフトが進行しています。

　ゲーム市場については国内・海外のいずれにおいてもモバイルゲームを中心に一定の市場規模を維持しているも

のの、利用者の嗜好や余暇の使い方について多様化が進んでいます。

 

　2026年５月期より、これまでの事業ドメインを基軸としたポートフォリオ区分を見直し、キャッシュ創出力と成

長性を軸とした新たなセグメント区分へと変更しております。当期における各セグメントの取組み状況は以下のと

おりです。

 

メディア事業：当社が運営する「グノシー」、「ニュースライト」及び「auサービスToday」、並びに株式会社

ゲームエイト（以下、ゲームエイト）が運営する国内外のメディア等、当社グループの基盤として安定的にキャッ

シュを創出する事業群で構成されます。

　当中間連結会計期間における事業進捗は、ゲーム攻略メディアにつきましては、概ね想定どおりの進捗となって

おります。一方で、「グノシー」を始めとする当社が運営するニュースキュレーションメディアについては、ユー

ザーの興味関心を惹きつける話題性の高いニュースが少なかった影響によりDAUは想定を下回る推移となりまし

た。

　引き続き広告宣伝費の削減などを含めたコストコントロールを行い、安定したフリーキャッシュフロー（FCF）

を創出できるよう目指してまいります。

 

Gホールディングス事業：株式会社Gホールディングスが運営する、アニメ・漫画など既存のIPを活用したソーシャ

ルゲームのパブリッシング等により、IPの価値を最大化する事業で構成されます。

　Gホールディングス事業においては、既存タイトルについて、安定した運営を継続するとともに、新規タイトル

のリリースを行いました。また、今後予定している複数の新規タイトルに向けた準備を進めております。

　引き続きPMI（ポスト・マージャー・インテグレーション）を推進し、各タイトルの収益性を厳格に管理するこ

とで、のれん償却を含めた営業利益においてグループ業績への貢献を目指してまいります。

 

新規事業：ゲームエイトのStore and Commerce事業（以下、SC事業）や、 当社が運営する「IR Hub」等を含み、

中長期的に大きな成長が見込まれる事業群で構成されます。

　SC事業において2025年12月18日のスマホソフトウェア競争促進法の全面施行を踏まえ、引き続きタイトル獲得の

拡大に取り組んでおります。IR Hubにつきましては、英文開示対応に対する需要を取り込むべく営業体制を強化す

るとともに、英訳精度の向上や機能改善を通じて利便性の向上に取り組んでおります。

 

　当中間連結会計期間において、売上高3,279百万円（前年同期比6.6％増）、経常利益161百万円（前年同期比

79.9％増）、親会社株主に帰属する中間純利益87百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失64百万円）

となりました。

　なお、主な変動要因は、後述のセグメント別の業績に詳述のとおりとなっております。
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セグメント別の業績は次のとおりです。

 

①メディア事業

　メディア事業の売上高は2,806百万円（前年同期比8.4％減）、セグメント利益は583百万円（前年同期比21.5％

減）となりました。連結子会社ゲームエイトが運営するゲーム攻略メディアについては、大型タイトルのリリース

はなかったものの、安定的に推移いたしました。

 

②Gホールディングス事業

　Gホールディングス事業の売上高は465百万円、セグメント損失は95百万円となりました。当中間連結会計期間に

おいては既存タイトルのユーザー満足度の向上を目指した運営を継続するとともに、「ワールドウィッチーズX

（クロス）」をリリースいたしました。また、今後予定している人気IPを活用した複数のタイトル展開に向けた準

備に注力いたしました。

 

③新規事業

　新規事業の売上高は８百万円（前年同期比35.0％減）、セグメント損失は109百万円（前年同期はセグメント損

失109百万円）となりました。

 

　なお、当社の戦略投資先であるslice Small Finance Bank Ltd. については、預金額は年次約2.5倍ペースで成

長し、AUMについても年次約1.4倍ペースで拡大しており、合併以降も高い成長性を維持しております。当社として

は引き続きアセットマネジメントに注力してまいります。

 

(資産)

　当中間連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末に比べて553百万円減少し、12,668百万円とな

りました。主な要因は、現金及び預金の減少（前連結会計年度末比253百万円の減少）、売掛金の減少（前連結会

計年度末比210百万円の減少）、流動資産のその他の減少（前連結会計年度末比192百万円の減少）であります。

 

(負債)

　当中間連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末に比べて254百万円減少し、1,684百万円となり

ました。主な要因は、長期借入金の減少（前連結会計年度末比225百万円の減少）であります。

 

(純資産)

　当中間連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末に比べて299百万円減少し、10,984百万円と

なりました。主な要因は、利益剰余金の減少（前連結会計年度末比361百万円の減少）であります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に

比べて1,124百万円増加し、5,115百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況

は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間において営業活動により獲得した資金は、451百万円（前年同期は418百万円の支出）となり

ました。これは主に、売上債権の減少194百万円、前払費用の減少203百万円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間において投資活動により獲得した資金は、1,425百万円（前年同期は775百万円の収入）とな

りました。これは主に、定期預金の払戻による収入1,391百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間において財務活動により使用した資金は、821百万円（前年同期は１百万円の支出）となり

ました。これは主に、配当金の支払額441百万円によるものであります。
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(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

 

(5）研究開発活動

　当中間連結会計期間における研究開発費の総額は９百万円となりました。これは主に、研究開発部門の人件費で

あります。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年11月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年１月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,237,774 24,237,774
東京証券取引所

（プライム市場）

単元株式数は100株で

あります。

計 24,237,774 24,237,774 － －

（注）　提出日現在の発行数には、2026年１月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当中間連結会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第17回新株予約権

決議年月日 2025年６月19日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社従業員　10

当社子会社従業員　10

新株予約権の数（個） ※ 52,600

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株） ※
普通株式　52,600（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※ 656（注）２

新株予約権の行使期間 ※
自 2027年６月20日

至 2035年６月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格     656

資本組入額   328

新株予約権の行使の条件 ※

(1）行使条件

①　本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権

又は権利者について新株予約権の要項に定める取得事由が発

生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約

権の行使は認められないものとする。但し、会社が特に行使

を認めた場合はこの限りではない。

②　本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし

各新株予約権の一部の行使は認められないものとする。

(2）相続

本新株予約権の行使は、権利者が生存していることを条件

とし、権利者が死亡し、本新株予約権が相続された場合、本

新株予約権は行使できなくなるものとする。

(3）その他の条件

当社と本新株予約権者との間で締結されている「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 ※
（注）３

※　新株予約権証券の発行時（2025年７月４日）における内容を記載しております。
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（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１株であります。ただし、新株予約権の割当日後、当社が株

式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の端数

は、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新株発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新発行株式数

３．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設分割、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又

は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」とい

う。）をする場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対し

て、手続きに応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは

新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総

称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとします。但し、

下記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又は計画にお

いて定めた場合に限るものとします。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、（注）１に準じて決定します。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、（注）２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価

額に、第(3)号に従って決定される当新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とし

ます。

(5）新株予約権を行使することができる期間

第17回新株予約権割当契約書に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第17回新株予約権割当契約書に定める新株予約権を行使す

ることができる期間の末日までとします。

(6）権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとします。

(7）取締役会による譲渡承認について

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとします。

(8）組織再編行為の際の取扱い

第17回新株予約権割当契約書に準じて決定します。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2025年６月１日～2025

年11月30日
－ 24,237,774 － 4,099 － 4,099

 

 

（５）【大株主の状況】

  2025年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

木村　新司 Tanglin Road, Singapore 6,061 25.25

KDDI株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目３番２号 3,550 14.78

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 1,537 6.40

BNYMSANV RE BNYMSANVGC RE GCM

CLIENT ACC GCS RD JP EQ

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀

行）

29 BLD HAUSSMANN 75009 PARIS FRANCE

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５

号）

753 3.13

治部　達夫 東京都杉並区 434 1.81

吉田　宏司 東京都新宿区 403 1.67

福島　良典 東京都港区 390 1.62

関　喜史 東京都港区 375 1.56

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 357 1.48

株式会社ホクエツ 宮城県仙台市青葉区五橋１丁目５－３ 347 1.44

計 － 14,211 59.20

（注）　発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てて表示し

ております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

616
単元株式数は

100株であります。普通株式 295,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,928,400 239,284 同上

単元未満株式 普通株式 14,074 － －

発行済株式総数  24,237,774 － －

総株主の議決権  － 239,900 －

（注）日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が所有する当社株式61,600株（議決権の数616

個）につきましては、完全議決権株式（自己株式等）に含めて表示しております。

 

②【自己株式等】

    2025年11月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社Gunosy

東京都渋谷区渋谷

二丁目24番12号
233,700 61,600 295,300 1.21

計 － 233,700 61,600 295,300 1.21

（注）　他人名義で所有している理由等

従業員インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（株式付与ESOP信託口、東京都港区赤坂１丁目８番１号）が所有しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年６月１日から2025年11月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,369 5,115

売掛金 926 715

その他 942 749

流動資産合計 7,238 6,581

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7 16

その他（純額） 6 6

有形固定資産合計 13 22

無形固定資産   

のれん 679 631

その他 104 131

無形固定資産合計 783 762

投資その他の資産   

投資有価証券 5,049 5,091

繰延税金資産 74 116

その他 62 94

投資その他の資産合計 5,186 5,302

固定資産合計 5,984 6,087

資産合計 13,222 12,668
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 337 239

未払金 307 343

未払法人税等 85 122

１年内返済予定の長期借入金 41 －

前受金 612 654

株式給付引当金 16 8

賞与引当金 － 4

その他 172 124

流動負債合計 1,573 1,497

固定負債   

長期借入金 225 －

株式給付引当金 1 2

繰延税金負債 137 183

その他 － 0

固定負債合計 364 186

負債合計 1,938 1,684

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,099 4,099

資本剰余金 4,099 4,099

利益剰余金 2,919 2,557

自己株式 △220 △273

株主資本合計 10,896 10,482

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 305 381

繰延ヘッジ損益 △40 14

その他の包括利益累計額合計 265 396

新株予約権 66 58

非支配株主持分 55 47

純資産合計 11,283 10,984

負債純資産合計 13,222 12,668
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年６月１日
　至　2025年11月30日)

売上高 3,075 3,279

売上原価 1,614 1,757

売上総利益 1,460 1,521

販売費及び一般管理費 ※１ 1,094 ※１ 1,450

営業利益 366 70

営業外収益   

受取利息 44 48

為替差益 － 47

その他 1 11

営業外収益合計 45 106

営業外費用   

支払利息 － 1

支払手数料 3 3

投資事業組合運用損 11 10

持分法による投資損失 261 －

為替差損 46 －

その他 0 －

営業外費用合計 322 16

経常利益 89 161

特別利益   

新株予約権戻入益 12 12

特別利益合計 12 12

特別損失   

投資有価証券評価損 106 －

特別損失合計 106 －

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
△4 174

法人税、住民税及び事業税 83 124

法人税等調整額 △23 △30

法人税等合計 60 93

中間純利益又は中間純損失（△） △64 80

非支配株主に帰属する中間純損失（△） － △7

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
△64 87
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年６月１日
　至　2025年11月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） △64 80

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 376 76

繰延ヘッジ損益 △28 54

為替換算調整勘定 △835 －

持分法適用会社に対する持分相当額 175 －

その他の包括利益合計 △312 130

中間包括利益 △377 211

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △377 218

非支配株主に係る中間包括利益 － △7
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年６月１日
　至　2025年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
△4 174

減価償却費 1 22

のれん償却額 － 48

為替差損益（△は益） 31 △40

賞与引当金の増減額（△は減少） － 4

受取利息 △44 △48

支払利息 － 1

投資有価証券評価損益（△は益） 106 －

持分法による投資損益（△は益） 261 －

売上債権の増減額（△は増加） 26 194

仕入債務の増減額（△は減少） △43 △97

未払金の増減額（△は減少） 1 29

前払費用の増減額（△は増加） △468 203

前受金の増減額（△は減少） △28 41

株式給付引当金の増減額（△は減少） 6 5

その他 △18 △61

小計 △172 478

利息及び配当金の受取額 39 65

利息の支払額 － △1

法人税等の支払額 △286 △91

営業活動によるキャッシュ・フロー △418 451

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △0

定期預金の払戻による収入 787 1,391

有形固定資産の取得による支出 △2 △11

無形固定資産の取得による支出 － △40

投資有価証券の取得による支出 △17 △14

敷金及び保証金の差入による支出 － △21

敷金及び保証金の回収による収入 6 6

出資金の分配による収入 1 75

その他 0 40

投資活動によるキャッシュ・フロー 775 1,425

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 － △266

自己株式の取得による支出 △0 △109

自己株式の処分による収入 1 －

支払手数料の支払額 △3 △3

配当金の支払額 － △441

財務活動によるキャッシュ・フロー △1 △821

現金及び現金同等物に係る換算差額 △72 68

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 282 1,124

現金及び現金同等物の期首残高 5,090 3,991

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 5,373 ※１ 5,115
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2024年６月１日
　　至　2024年11月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2025年６月１日
　　至　2025年11月30日）

給料及び手当 265百万円 314百万円

広告宣伝費 303百万円 340百万円

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年６月１日
至 2024年11月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年６月１日
至 2025年11月30日）

現金及び預金勘定 5,373百万円 5,115百万円

現金及び現金同等物 5,373百万円 5,115百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

１　配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後にな

るもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年６月１日　至　2025年11月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の資源

2025年８月28日

定時株主総会決議
普通株式 441 18.3 2025年５月31日 2025年８月29日 利益剰余金

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後にな

るもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
中間連結損益計
算書計上額

 メディア事業
Gホールディング

ス事業
新規事業 計

売上高       

顧客との契約か

ら生じる収益
3,062 － 12 3,075 0 3,075

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売

上高
3,062 － 12 3,075 0 3,075

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － － － －

計 3,062 － 12 3,075 0 3,075

セグメント利益

又は損失（△）
743 － △109 633 △267 366

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△267百万円は、主に各報告セグメントに配賦されていない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年６月１日　至　2025年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
中間連結損益計
算書計上額

 メディア事業
Gホールディング

ス事業
新規事業 計

売上高       

顧客との契約か

ら生じる収益
2,806 465 7 3,279 0 3,279

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売

上高
2,806 465 7 3,279 0 3,279

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － 0 0 △0 －

計 2,806 465 8 3,279 0 3,279

セグメント利益

又は損失（△）
583 △95 △109 377 △307 70

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△307百万円は、主に各報告セグメントに配賦されていない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

　従来、当社グループの報告セグメントは「メディア事業」のみであり、その他の事業セグメントは重要性

が乏しかったことから、セグメント情報の記載を省略しておりました。

　しかしながら、前連結会計年度において既存事業が安定的に黒字化を達成したこと、及びM&Aの進展が

あったことを踏まえ、当中間連結会計期間より、事業活動の実態をより的確に反映させることを目的とし

て、キャッシュ創出力及び成長性を基準としたセグメント区分へ変更することといたしました。

　具体的には、報告セグメントを以下の３つに区分いたします。

①「メディア事業」：当社が運営する「グノシー」及び「auサービスToday」、並びにゲームエイトが運営

する国内外のメディア等、当社グループの基盤として安定的にキャッシュを創出する事業群で構成されま

す。

②「Gホールディングス事業」：株式会社Gホールディングスが運営する、アニメ・漫画など既存のIPを活用

したソーシャルゲームのパブリッシング等により、IPの価値を最大化する事業で構成されます。

③「新規事業」：ゲームエイトのSC事業や、当社が運営する「IR Hub」等を含み、中長期的に大きな成長が

見込まれる事業群で構成されます。

　なお、当社は上記各事業とは別に、slice Small Finance Bank Ltd.を筆頭とした投資活動も行っており

ます。これらの投資活動は、当社の中長期における高成長オプションとして、将来的に経営成績に重要な影

響を与える可能性がございますが、現時点においては収益計上が非継続的であり、会計基準に定められる独

立した事業セグメントの要件を満たさないため、報告セグメントとしては認識しておらず、当該投資活動に

係る資産及び損益については、調整額として表示いたします。

　これに伴い、前中間連結会計期間のセグメント情報につきましては、変更後の報告セグメントの区分に基

づき作成しております。

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分決定及び業績評価をするために、定期的に検討を行う事業セグメントを基礎としており

ます。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　「Gホールディングス事業」セグメントにおいて、2025年５月23日に行われた株式会社Gホールディングス

との企業結合について、前連結会計年度に暫定的な会計処理を行っておりましたが、当中間連結会計期間に

確定しております。詳細につきましては、「注記事項（企業結合等関係）」の「（企業結合に係る暫定的な

会計処理の確定）」をご参照ください。
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（有価証券関係）

　その他有価証券が企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、中間連結貸借対照表計上額

に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 

１．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

 

２．その他有価証券

Ⅰ　前連結会計年度（2025年５月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 25 40 15

(2）債券 0 0 －

(3）投資信託 89 102 13

合計 115 143 28

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額4,212百万円）、関係会社株式（連結貸借対照表計上額３百万円）

及び投資事業組合出資（連結貸借対照表計上額688百万円）は、上表に含めておりません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（2025年11月30日）

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 25 36 10

(2）債券 0 0 －

(3）投資信託 100 104 4

合計 126 140 14

（注）　非上場株式（中間連結貸借対照表計上額4,339百万円）、関係会社株式（中間連結貸借対照表計上額３

百万円）及び投資事業組合出資（中間連結貸借対照表計上額607百万円）は、上表に含めておりませ

ん。

 

３．減損処理を行ったその他有価証券

Ⅰ　前連結会計年度（2025年５月31日）

　当連結会計年度において、その他有価証券について139百万円の減損処理を行っております。

　なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末における実質価額が取得原価に比べ50％以上下落した場合に

は、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（2025年11月30日）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

（企業結合に係る暫定的な会計処理の確定）

　2025年５月23日に行われた当社の連結子会社である株式会社Gホールディングスとの企業結合について、前連結

会計年度に暫定的な会計処理を行っておりましたが、当中間連結会計期間に確定しております。また、株式取得後

における価格調整が完了し、当中間連結会計期間において取得原価が確定しております。

　これらの確定に伴い、当中間連結会計期間の中間連結財務諸表に含まれる比較情報において、取得原価の当初配

分額に重要な見直しが反映されております。

　この結果、暫定的に算定されたのれん720百万円は、会計処理の確定により40百万円減少し、679百万円となりま

した。のれんの減少は、取得原価の調整等による減少３百万円のほか、無形固定資産のその他が57百万円および繰

延税金負債が19百万円それぞれ増加したことによるものです。また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、

流動資産のその他が３百万円、無形固定資産のその他が57百万円増加し、のれんが40百万円、繰延税金資産が19百

万円減少しております。

　なお、のれんの償却期間は７年、無形固定資産のその他の償却期間は３年であります。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年６月１日
至　2025年11月30日）

（1）１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中

間純損失金額（△）
△２円70銭 ３円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額又は親会社株

主に帰属する中間純損失金額（△）（百万円）
△64 87

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益金

額又は親会社株主に帰属する中間純損失金額（△）

（百万円）

△64 87

普通株式の期中平均株式数（株） 23,987,465 23,943,904

（2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 － －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

第16回新株予約権

21,300個

（普通株式 21,300株）

発行日 2024年７月５日

第17回新株予約権

52,600個

（普通株式 52,600株）

発行日 2025年７月４日

（注）１．前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの１

株当たり中間純損失金額であるため記載しておりません。

２．当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

３．普通株式の期中平均株式数について、その計算において控除する自己株式に、株式付与ESOP信託口として所

有する当社株式を含めております。なお、当該信託口として所有する当社株式の期中平均株式数は、前中間

連結会計期間において81,828株、当中間連結会計期間において66,715株であります。

 

（重要な後発事象）

（投資有価証券の売却）

　当社は、下記の通り保有する投資有価証券を売却いたしました。

 

１.投資有価証券売却の理由

　保有株式の売却による、資産効率の向上をはかるため。

 

２.投資有価証券売却の内容

①売却株式　　　　　　　当社保有の国内未上場株式１銘柄

②売却時期　　　　　　　2025年12月25日

③投資有価証券売却益　　44百万円

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年１月13日

株式会社Gunosy

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東　 京　 事　 務　 所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　　修

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野口　正邦

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Gunosy

の2025年６月１日から2026年５月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年６月１日から2025年11月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社Gunosy及び連結子会社の2025年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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